
 

令和８年３月３１日告示第４６号 

大和高田市予防接種事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、市長が予防接種法（昭和２３年法律第６８号。以下「法」という。）

第２条第６項に規定する定期の予防接種等を行うにあたり、必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１） 定期接種 法第２条第４項に規定する定期の予防接種をいう。 

（２） 臨時接種 法第２条第５項に規定する臨時の予防接種をいう。 

（３） 定期接種等 法第２条第６項に規定する定期の予防接種等をいう。 

（４） 医療機関 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第１条の５に規定する病院又

は同条第２項に規定する診療所をいう。 

（対象者） 

第３条 市長が行う定期接種等の対象者は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定

める者とする。 

（１） 定期接種 本市に住所を有する者であって、法第５条第１項の規定により、市

長が予防接種を実施する義務を負う者 

（２） 臨時接種 法第６条第１項から第３項までの規定により都道府県知事又は厚生

労働大臣が指定した者 

２ 市長は、前項に規定する定期接種等の対象者のうち次の各号に掲げる者の所在を把握

するよう努めなくてはならない。 

（１） 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第７条に規定する戸籍簿に登録されてい

ない者 

（２） 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第２２条第１項に規定する転入届、

第２３条に規定する転居届又は第２４条に規定する転出届をしないことにつき正当な

理由がある者 

（３） 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第５４条第２項の規

定により仮放免をされた者 



 

（４） 刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律（平成１７年法律第５０号）

第２条第１号から第１１号までに規定する者又は少年院法（平成２６年法律第５８号）

第２条第１号に規定する在院者 

（５） 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３７条に規定する乳児院、第３８

条に規定する母子生活支援施設、第４１条に規定する児童養護施設、第４２条に規定

する障害児入所施設、第４３条の２に規定する児童心理治療施設又は第４４条に規定

する児童自立支援施設に入所している者 

（期日又は期間） 

第４条 市長が行う定期接種等の期日又は期間は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各

号に定めるものとする。 

（１） 定期接種 予防接種法施行令（昭和２３年政令第１９７号。以下「施行令」と

いう。）第５条及び第６条の規定により市長が公告し、周知した期日又は期間 

（２） 臨時接種 法第６条第１項から第３項までの規定により都道府県知事又は厚生

労働大臣が指定した期日又は期間 

（実施場所） 

第５条 市長が行う定期接種等の実施場所は、次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に

定める場所とする。 

（１） 定期接種 医療機関のうち市長が定期接種の実施場所として別に定めるものそ

の他の施行令第５条及び第６条の規定により市長が公告し、周知した場所（市の区域

に所在するものに限る。） 

（２） 臨時接種 施行令第５条の規定により市長が公告した場所 

（市外接種等） 

第６条 市長は、対象者が療養、里帰り出産等やむを得ない事情により、前条第１号に規

定する実施場所で定期接種を受けることが困難であるときは、奈良県の区域内に所在す

る医療機関のうち奈良県知事が定期接種の実施場所として市長に通知したものその他の

施行令第５条及び第６条の規定により市長が公告し、周知した場所において実施する定

期接種（以下「市外接種」という。）を行うことができる。 

２ 市外接種を受けようとする者（以下「接種申請者」という。）は、市外接種を受ける

前に市外接種について、あらかじめ市長の承認を受けるものとする。 

３ 接種申請者は、前項の規定による承認を受けようとするときは、市長に申請しなけれ



 

ばならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、市外接種が適当

と認めるときは、市外接種を承認したことを証する書類を接種申請者に交付することに

より、市外接種が適当でないと認めたときは、市外接種を不承認としたことを証する書

類を接種申請者に交付することにより通知するものとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、対象者が定期接種を受けることが困難であるときは、市

長は、前条第１号及び第１項に規定する場所以外の場所で定期接種（以下「県外等接種」

という。）を行うことができる。 

６ 前項の規定による県外等接種については、第２項から第４項までの規定を準用する。 

７ 市長は、定期接種を行うにあたり、簡素かつ効率的な接種体制を構築するために必要

と認めるときは、第２条から第４項までの規定（前項の規定により準用する場合を含む。）

にかかわらず、市外接種又は県外等接種を行うことができる。 

（長期療養等特例接種） 

第７条 市長は、施行令第３条第２項に規定する特別の事情があることにより定期の予防

接種を受けることができなかったと認められるものに対して、定期接種（以下「長期療

養等特例接種」という。）を行うものとする。 

２ 前項に規定する長期療養等特例接種を受けようとする者（以下「長期療養等特例接種

申請者」という。）は、長期療養等特例接種を受ける前に長期療養等特例接種について、

あらかじめ市長の承認を受けるものとする。 

３ 長期療養等特例接種申請者は、前項の規定により承認を受けようとするときは、市長

に申請しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、長期療養等特例

接種が適当と認めるときは、長期療養等特例接種を承認したことを証する書類を長期療

養等特例接種申請者に交付することにより、長期療養等特例接種が適当でないと認めた

ときは、長期療養等特例接種を不承認としたことを証する書類を長期療養等特例接種申

請者に交付することにより通知するものとする。 

（自己負担金） 

第８条 市長は、法第２８条の規定により定期接種等を受けた者又はその保護者（法第２

条第７項に規定する保護者をいう。以下「被接種者等」という。）から予防接種に係る

実費の一部（以下「自己負担金」という。）を徴収するものとする。 



 

２ 前項に規定する市長が自己負担金を徴収する定期接種等の種類及び自己負担金の額は、

次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に定めるものとする。 

（１） 定期接種 施行令第５条の規定により市長が公告したもの 

（２） 臨時接種 

ア 対象となる疾病 法第９条第１項に規定する特定Ｂ類疾病 

イ 自己負担金の額 市長が別に定める額 

（自己負担金の免除） 

第９条 市長は、法第２８条ただし書の規定により、被接種者等が次の各号のいずれかに

該当すると認めるときは、自己負担金を免除するものとする。 

（１） 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯を含む。）

に属する者 

（２） 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特

定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）による支援を受ける世

帯に属する者 

（３） 大和高田市税賦課徴収条例（昭和２６年条例第１１号）の規定により次条第２

項の規定による免除の申請を行う年度分（当該年度分の市民税が賦課以前のときにあ

っては前年度分）の市民税が非課税となった世帯に属する者 

２ 自己負担金の免除を受けようとする者（以下「免除申請者」という。）は、定期接種

等を受ける前に自己負担金の免除について市長に申請しなければならない。 

３ 市長は、前項に規定する申請があったときは、その内容を審査し、免除することが適

当であると認めたときは当該申請に係る自己負担金の免除について承認したことを証す

る書類を免除申請者に交付することにより、免除することが適当でないと認めたときは

当該申請に係る自己負担金の免除について不承認としたことを証する書類を免除申請者

に交付することにより、通知するものとする。 

（自己負担金の返還） 

第１０条 市長は、自己負担金を納付した被接種者等が予防接種を受けなかった場合にお

いて、予防接種を受けなかったことにつきやむを得ない事情があると認めるときは、納

付した自己負担金を返還することができる。 

２ 納付した自己負担金の返還を受けようとする者（以下「返還申請者」という。）は、

第１４条に定めるところにより、市長に申請しなければならない。 



 

３ 前項の規定による申請は、やむを得ない事情がある場合を除き、市長が第４条の規定

により公告した定期接種等の期間の末日から３月以内に行わなければならない。 

４ 市長は、第２項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、自己負担金の

返還が適当と認めるときは、納付された自己負担金の全額を返還申請者から指定された

金融機関の口座に振り込むことにより、自己負担金の返還が不適当と認めるときは、自

己負担金の返還について不承認としたことを証する書類により返還申請者に通知するも

のとする。 

（助成金の申請） 

第１１条 市長は、第６条第５項に規定する県外等接種を受けた者に対して、当該県外等

接種に要する費用について、予算の範囲内で助成金を交付するものとする。 

２ 前項に規定する助成金の交付を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当

するものとする。 

（１） 県外等接種を受けた日において、第３条第１項第１号に規定する対象者である

者 

（２） 第６条第６項の規定により準用する同条第３項の規定により県外等接種を承認

したことを証する書類を交付された者 

（３） 県外等接種に要する費用を医療機関に対して全額支払った者 

３ 第１項に規定する助成金の交付を受けようとする者（以下「交付申請者」という。）

は、第１４条に定めるところにより、助成金の交付について市長に申請しなければなら

ない。 

４ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、助成金の交付が

適当と認めるときは、助成金の交付を交付申請者から指定された金融機関の口座に振り

込むことにより、助成金の交付が不適当と認めるときは、当該申請に係る助成金の交付

について不承認としたことを証する書類により交付申請者に通知するものとする。 

（助成金の額） 

第１２条 前条に規定する助成金の額は、次に掲げる額のうちいずれか少ない額から、第

８条第２項各号に掲げる交付申請者が負担すべき自己負担金の額を控除した額とする。 

（１） 交付申請者が市外接種を受けた場合において、市長が医療機関に支払うべき予

防接種委託料の額 

（２） 交付申請者が県外等接種を受けるために医療機関に支払った額 



 

（助成金の返還） 

第１３条 市長は、接種申請者、長期療養等特例接種申請者、被接種者等、免除申請者、

返還申請者又は交付申請者が偽りその他の不正な手段により定期接種等を受けたとき、

第１０条の規定による自己負担金の返還を受けたとき又は第１１条第１項に規定する助

成金の交付を受けたときは、定期接種等に係る費用、返還した自己負担金若しくは交付

した助成金の全部又は一部を返還させることができる。 

（様式） 

第１４条 この告示において、次の各号に掲げる手続については、市長が別に定める様式

により行うものとする。 

（１） 第６条第３項の規定による申請並びに同条第４項の規定による承認及び不承認

に係る手続（同条第６項の規定により準用する場合を含む。） 

（２） 第７条第３項の規定による申請並びに同条第４項の規定による承認及び不承認

に係る手続 

（３） 第９条第２項の規定による申請並びに同条第３項の規定による承認及び不承認

に係る手続 

（４） 第１０条第２項の規定による申請並びに同条第４項の規定による承認及び不承

認に係る手続 

（５） 第１１条第３項の規定による申請並びに同条第４項の規定による承認及び不承

認に係る手続 

２ 前項各号に規定する手続は、書類に代えて、当該書類に係る電磁的記録（電子的方式、

磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）の提出又は電磁的方

法（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法をいう。）

をもって行うことができる。 

（補則） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

（大和高田市定期予防接種費用助成要綱及び大和高田市定期予防接種自己負担金徴収に



 

関する要綱の廃止） 

２ 次に掲げる告示は、廃止する。 

（１） 大和高田市定期予防接種費用助成要綱（平成２５年告示第５０号） 

（２） 大和高田市定期予防接種自己負担金徴収に関する要綱（令和６年告示第３８

号） 

 


